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問いに即座に答えることのできる人はそう多くないのではなかろうか。グローバルエコノミーに って一％にも満たない規模でしいこれら地域の経済を、ライフワークとしている研究者はあまりにも少なく、またこの問題が社会科の授業で取り上げ れたり、一般社会で報道されたり議論されたりする機会は、ほぼ皆無と っていい。　
しかしじつのところ、一九六〇
年代以降に、次々と国民国家て政治的自立を果たしてきた太平洋の小さな国家群にとって、独立以来今に至るまで、変わるこ な
メリカから独立を果たしたミクロネシアの三つの国々は、いずれもアメリカと 間で「自由連合協定」を締結して、一五年間の財政支援「コンパクト・マネー」 受け取る権利 得たが、それは一五年後には経済自立を果たすため、という目的のものであった。　
しかしながら、太平洋の小さな









































ロジェクトの輸出先は日本（東京電力と大阪ガス）と中国とがほぼ半分ずつとなっている。これにともなって日本とパプアニューギニアとの経済関係も劇的な変化を遂げており、財務省貿易統計をみと、ＬＮＧ輸出元年だった二〇一四年のパプ ニューギニアの対日輸出額は 前年の八五五億円から二六一一億円と一気に三倍となっており、パプアニューギ ア政府関係者は、二〇一六年には日本がパプアニューギニアの最大貿易相手国になると予測している。　
パプアニューギニアには山岳地
帯を中心に未開発の天然資源が豊富に存在していると考えられてお
り、ＬＮＧ開発では第二、第三の大型プロジェクトの可能性が探られている。鉱物資源についても金、銅、ニッケルなどの開発計画が進められている。こうした大型プロジェクトが動き出せば、パプアニューギニアは高 経済成長率を維持し、目標とし 二〇三〇年までの中進国入りも現実的な射程に入ってくるかもし な 。●ＰＮＧの可能性と危険性　
その一方で、天然資源開発頼み









九四年以来、太平洋の小島嶼国はカリブやアフリカの島国と連携して「小島嶼開発途上国」というグループを形成しているが、こと経済ファンダメンタルズの視点だけで考えると、パプアニューギニアは太平洋域内では、他の小島嶼国群とは決して同じ土俵では語れないガリバー的存在である。世銀統計で「太平洋島嶼国（パプアニューギニアと東チモールを除く） 」というカテゴリーを作っ いるのもそうした実態を反映している。また鉱物資源開発はフィジ 以西の相対的に国土面積が広いメラネシアの国々にしかない産業オプションであり、それ以外の小さな島国にとっては無縁の産業ともいえる。　
太平洋島嶼国の特性を語るとき







































めにサモア（当時の国名は西サモア）政府がオーストラリアからの自動車部品工場移転を検討していた矢崎総業を自国に誘致した際に提示したインセンティブがある。サモア政府は誘致に際し、用地の提供、建屋の建設と無償貸与、倉庫の地代を政府が負担するなどといった特別なインセンティブ 短時間で用意した。そして一九九〇年一一月の交渉開始からわずか半年で登記を行い、翌年一〇月には操業を開始した。人口一六万人のサモアにおいて同社は最盛期には三〇〇〇人 超える労働者を雇用したのだが、この事例はまさに小国ならではのフットワークの軽さを活か 成功例といえる。　
もうひとつこの研究から導かれ
たキーワードは、 「代替不能な商品の開発」である。グローバル経済のメインストリームと勝負するのではなく、そこから派生するニッチな市場開拓を志向するこ にターゲットを絞り、 「そこにしかない」 「他に替えのきかないもの」を作り上げることである。先









組みのな で民間連携を重視方向に大きく ており、今回の島サミットによって彼ら 資金人材、知見を太平洋島嶼国に活用する方向が示されたといえる。また日本企業の海外進出支援にその事業を集中させているＪＥＴＲＯも、再び太平洋島嶼地域でのプロジェクトに関心を示し 。同分野で幅広いネットワークを持つＰＩＣもこれら機 と連携／協力しつつ、島側そして日本側のニーズに応えていく とになろう。　
二〇一五年一〇月にクック諸島
で開催された Ｆ通商閣僚会議では、特別セッションで経済開発
における官民連携強化について議論を行い、各国政府、地域機関、各ドナー国・機関が、民間事業者の育成を地域の主要課題のひとつとして取り組むべきであると改めてアピールした。世界貿易機（ＷＴＯ）では二〇〇五年以来途上国の貿易関連能力の向上を目指した「貿易のための援助」 （
A
id 
for T
rade ）を推進し、国連アジ
ア太平洋経済社会委員会（ＵＮＥＳＣＡＰ）では官民連携のためのプラットフォームとして二〇〇四年以来「アジア太平洋ビジネスフォーラム」 （ＡＰＢＦ）を開催している。こうした国際機関の取り組みのなかに島嶼国の特殊性を加味しつつ連動しながら、具体的なビジネス成果を積み上げていくこと――太平洋島嶼国の挑戦は続いている。（おがわ
　
かずよし／国際機関
　
太平洋諸島センター前所長）
